
職業別・当事者(件数）、死傷者数

区　分

構 成 率 死 者 数 負傷者数 計 死傷者率

(12) 229 (3) 476 (15) 705 100.0 15 655 670 7.0

11 8 19 2.7 19 19 8.4

15 19 34 4.8 31 31 20.1

5 9 14 2.0 14 14 20.6

5 7 12 1.7 11 11 4.7

5 15 20 2.8 18 18 6.4

2 (1) 4 (1) 6 0.9 1 5 6 9.1

1 2 3 0.4 3 3 15.8

4 16 20 2.8 18 18 5.5

当 事 者 死 傷 者

　計
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区　分

構 成 率 死 者 数 負傷者数 計 死傷者率

(1) 12 (1) 41 (2) 53 7.5 2 45 47 7.9

6 10 16 2.3 16 16 8.0

2 3 5 0.7 6 6 7.4

4 (1) 16 (1) 20 2.8 1 16 17 18.7

2 3 5 0.7 3 3 7.5

1 1 0.1 1 1 50.0

1 8 9 1.3 9 9 8.5

(1) 4 9 (1) 13 1.8 1 11 12 6.0

1 7 8 1.1 9 9 2.3

1 1 2 0.3 2 2 5.4

(4) 83 195 (4) 278 39.4 4 265 269 7.1

1 1 0.1 1 1 5.6

(1) 15 22 (1) 37 5.2 1 34 35 5.0

(5) 45 74 (5) 119 16.9 5 108 113 9.0

4 6 10 1.4 10 10 41.7

当 事 者 死 傷 者

　職　業 第 １ 第 ２ 計

生活関連サービス

教育・学習支援業

医 療 ・ 福 祉

製 造 業

卸 ・ 小 売 業

金 融 ・ 保 険 業

不 動 産 業

調 査 不 能

当 事 者 不 明

注）（　）内は、死亡事故件数で内数

運 輸 ・ 郵 便 業

通 信 業

電気・ガス・水道業

学 術 研 究

主 婦

無 職

宿 泊 ・ 飲 食 業

複合サービス事業

その他サービス業

分類不能の産業

外

国

人

在日外交官

そ の 他


